
基本目標  【Ⅰ 区民が自治の主役として、考え、行動していけるまち】 

個別目標  基本施策  ・基本施策の具体的内容の例示 

 

原  案（10 月 30 日） 第６分科会案（11 月 4 日） 起草部会案（11 月 30 日） 

 
１ 新しい自治の地平を切り拓くまち 

 
①自治の基本理念、基本原則の確立（自治基本

条例の制定） 
・協働と参画と基本理念の確立と共有 
 
・協働と参画によるまちづくりのルールづくり

（自治基本条例の制定） 
 
②参画と協働に基づく区政運営の推進 
 
・協働型事業整備の確立 
・ＮＰＯ、区民団体等協働の担い手となる団体

の発掘、育成とネットワーク化 
・協働の担い手となる人材を育てる学習機会、

育成システムの整備 
・区民参画による施策・事業のＰＤＣＡサイク

ルの確立 
・区民参加の拠点となる地域組織等の充実 
・参画と協働のための情報提供の充実 
 

 

１ 参画と協働に基づく区政運営の推進 

 
①区政の運営原則と区民参画のしくみの構築 
 
・協働と参画によるまちづくりのルールづくり

（自治基本条例の制定） 
・区民参画による施策・事業のＰＤＣＡサイク

ルの確立 
 
②協働の推進に向けた多様な主体への支援とネ

ットワーク化 
・協働型事業整備の確立 
・ＮＰＯ、区民団体等協働の担い手となる団体

の発掘、育成とネットワーク化 
・協働の担い手となる人材を育てる学習機会、

育成システムの整備 
 
③参画と協働のための情報提供の充実 
・情報開示の徹底と質の向上 
・地域情報の共有の促進（地域生活環境指標の

作成） 

 
１ 新しい自治の地平を切り拓くまち 

 
①自治の基本理念、基本原則の確立（自治基本

条例の制定） 
・協働と参画によるまちづくりのルールづくり 
 
・区民参画による施策・事業のＰＤＣＡサイク

ルの確立 
 
②協働の推進に向けた多様な主体への支援とネ

ットワーク化 
・協働型事業整備の確立 
・区民団体、ＮＰＯ、企業、大学等協働の担い

手となる団体の発掘、育成とネットワーク化 
・協働の担い手となる人材を育てる学習機会、

育成システムの整備 
 
③参画と協働のための情報提供の充実 
・情報開示の徹底と質の向上 
・地域情報の共有の促進（地域生活環境指標の

作成） 



③都市内分権の推進 
・地域におけるまちづくりのための地区協議会

と行政との弓道の仕組みの確立 
・区民参加の拠点となる地域組織等の充実 
 
④コミュニティ活動の展開 
・コミュニティ活動の支援 
・コミュニティ施設の整備、利用促進 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ コミュニティ活動の充実による地域自治の

確立 

 
①地域自治のしくみと支援策の拡充 
・地区協議会の条例設置による権能の付与 
・地区協議会と既存地域組織との連携促進 
 
 
②地域自治推進のための行政組織体制の充実 
・特別出張所の役割拡充による地区協議会の支

援強化 
・地域センターの機能の拡大と強化 
 
③コミュニティ活動の充実と担い手の育成 
・コミュニティ活動の関心を高める啓発活動の

推進 
・コミュニティプロデューサーの発掘と育成 
 
④コミュニティ活動拠点の整備拡充と利用促進 
・地域センターの利用促進 
・新たな地域活動拠点の充実 

 

 

 

 

 

２ コミュニティの活性化と地域自治の確立を

推進するまち 

 
①地域自治のしくみと支援策の拡充 
・地区協議会の条例設置による権能の付与 
・既存地域組織とＮＰＯなどとの新組織との連

携促進 
 
②地域自治推進のための行政組織体制の充実 
・特別出張所の役割拡充による地区協議会の支

援強化 
・地域センターの機能の拡大と強化 
 
③コミュニティ活動の充実と担い手の育成 
・コミュニティ活動の関心を高める啓発活動の

推進 
・コミュニティプロデューサーの発掘と育成 
 
④コミュニティ活動拠点の整備拡充と利用促進 
・地域センターの利用促進 
・新たな地域活動拠点の充実 



 

２ 区民自治の確立に向けた行財政運営の体

制整備 
①協働に対応した自治体運営の確立 
 
・協働に対応した組織体制の整備 
 
・区民の参画による総合計画進行管理の仕組み

の確立 
・効率的な行財政運営体制の確立 
・区民、企業等との役割分担の視点にたった行

政サービスの見直し 
・区民との協働に対応した職員の意識改革、能

力開発 
 
 
 
③自治権の拡充と広域的課題への対応強化 
・特別区制度改革の推進 
・広域的な都市課題への対応 
 
 
 
 
 
 

 

３ 自立的で能率的な行財政体制の確立 

 
①柔軟な行政組織体制の整備 
 
・区民の協働と参画に即した柔軟な組織運営 
 
・区民の参画による総合計画進行管理の仕組み

の確立 
 
②行政の体質改善と意識改革 
 
・区民との協働に対応した職員の意識改革、能

力開発 
・行財政改革の着実な推進 
 
 
③地方分権の推進による行財政能力の拡充 
・特別区制度改革の推進 
・大都市に見合った事務執行体制の推進 
 
 
④広域的な都市課題への対応強化 
・本質的な住民自治の意識啓発の継続と拡大 
・広域的課題解決に向けた多様な主体との協働

体制の確立 

 

３ 参画と協働に基づく区政運営をすすめるま

ち 
①参画協働に対応した柔軟な行政組織体制の整

備 
・区民の参画協働に即した組織運営・意思決定

方式の確立 
・区民の参画による総合計画進行管理の仕組み

の確立 
 
②行政の体質改善の推進と公共サービスの担い

手の充実 
・参画と協働に対応した職員の意識改革、能力

開発 
・行財政改革の推進による効率的な行政サービ

スの提供 
 
③地方分権の推進による行財政能力の拡充 
・特別区制度改革の推進 
・大都市地域の特性に応じた事務執行体制の整

備 
 
④広域的な都市課題への対応強化 
・本質的な住民自治の意識啓発の継続と拡大 
・広域的課題解決に向けた多様な主体との協働

体制の確立 



   
【基本目標】 
Ⅲ 安全で安心な、質の高いくらしを

実感できるまち 

２ だれもがいきいきと活躍できるまち 
 
④ 外国人と日本人がともにくらしやすい

まちづくり 
 
・コミュニケーション支援（情報の多言語化、

日本語等の学習支援等） 
・生活支援（ルール、言語や習慣の違いに配慮

した行政サービスの提供） 
・多文化共生の意識作りと推進（意識啓発、外

国人の参加のしくみづくり等） 
・外国人の暮らしやすい環境整備の推進体制の

整備 
 
 
 

 
Ⅵ 多様なライフスタイルが交流し、

「新宿らしさ」を創造していくまち 

 

 

２ 外国人と日本人が共生する豊かなまちづくり 
 
① 総合的な生活支援体制の確立 
・外国人の居住に関する行政体制の総合的な整備 
・災害時緊急時などにおける支援体制の整備 
・外国人に関する相談と情報提供体制の整備 
 
② コミュニケーション支援の促進 
・情報の多言語化 
・日本語などの学習支援 
 
③ 地域住民としての相互理解の推進 
・多文化共生に向けた意識啓発 
・地域ネットワーク化への支援 
 
④ 外国人の区政への参画と協働 
・外国人代表者会議の設置 
・区政への参画・協働の推進 

 

Ⅲ 安全で安心な、質の高いくらし

を実感できるまち 

２ だれもがいきいきと活躍できるまち 
 
④ 外国人と日本人がともにくらしやすい

まちづくり 
 
・総合的な生活支援体制の確立（防災情報の

提供、相談体制の充実） 
 
 
・コミュニケーション支援（情報の多言語化、

日本語等の学習支援等） 
 
 
・多文化共生の意識づくりと推進（生活習慣

などの違いに対する相互理解の促進等） 
 
 
・外国人が活動しやすく、暮らしやすい環境

づくり（外国人の参加のしくみづくり等） 
 

 
 


